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1. は じめに

 一般に、学の対象である物や事柄 の定義を行 うことは、いかなる学 問においても出

発点 となる。また、研 究の結果 、定義 の見直 しを行 うことは学の最終 目標 ともなる。

そ うした意 味で、 日本語教育学 とは何か を明示的 に説明す ることが、 日本語教育学 に

とって出発点になろ う。

 日本語教授法を記述 した木村(1982)に 続いて、川瀬(2001)、縫部(1999)、 縫部(2001)、

ネ ウス トプニー(1995)な どの充実 した概論書や展望的研 究書が最近相次いで刊行 され

た。 この ことは、まだ若 い研 究領域である日本語教育学に とってその進展 を示す喜ば

しい出来事 である とい える。 しか しながら、いずれの文献 をひ もといても、先の問へ

の説明が不十分に感 じられ るのは何故であろ うか。

 これ らの文献には、新 しい 日本語教育のために従来の 目本語教育観 を脱 して質的な

転換を とげるべきで あるとい う主張(ネ ウストフ._-1995)や 、新 しい教育パラダイムへの

転換を促す 主張(縫 部2001)も 含 まれ ている。にもかかわ らず学の対象説明へ とつな

が らないのは、私見 によれ ば、 日本語教育 とい う名称 のくび きに繋がれ て、考 えるべ

き対象 をあま りにも狭 く限定 して しまい、現実の 日本語教育が依 って立つ現象世界そ

のものへの視座を欠 くことに原 因があるよ うに思われ る。

 ネ ウス トプニー(1995)が 述べ るよ うに 日本語教育観 をさらに広い見地か ら立て直す

必要があるのであれば、 日本語教育 とい う名称に囚われずに 日本語教 育学 とい う学問

領域を一度 自由に展望す る必要があるだろ う。そこで、 日本語教育学 とい う学の輪郭

と課題 を素描 してみ ることを本論 の 目的 としたい。また、研究領域の外延 を整理す る

とともに、 日本語教育学 と狭義の 日本語教育 との関係 についても考 えてみたい。
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2. 日本語教育学  ..語教育の定義

2.1従 来の考え方

 斎藤他(1982:3-4)は 、『日本語教育事典』の総説 に 「日本語教育は、言語教育の一領

域 であって、 日本語 の学習 を指導 し援助す る活動である」 と記 してい る。 日本語教育

を言語教育の一領域 として、また、学習 の一つ として捉 えているこ とが分か る。また、

以下の ように も述べ られ ている。

   日本語教育は、他 の教育 と同様、学習者、教師及び教育機 関、教材 、学習 ・指

   導及びその環境 か ら成 り立つが、その教育の行われ る場所は、国内、国外 に広

   くわたってい る。

 さらに、『日本語 教育事典』 と同 じ年に刊行 された木村宗男氏 『日本語教授法』の第

1章 は、「専門教育 としての 日本語教育」と 「非専門教育 としての 日本語教育」に様態

分類す ることか ら始まっていて、 日本語教育の定義そのものは、 自明の ことと考 えて

か、みあた らない。

 それに対 して、ネ ウス トプニー氏の 『新 しい 日本語教育のために』(1982年 刊行)

は、上掲書 とは大 きく異 なってい る。新 しい 日本語教育は手段 としてのコミュニケー

ション能力を育て るものであるとし、最終的にイ ンターアクシ ョン能力 を育てること

が 日本語教育の 目的に掲 げ られ ている。ネ ウス トプニー(1982)の 考える 日本語教育の

範囲は、「言語能力」 「社会言語能力」のみな らずr社 会文化 能力」にわた り、従来み

られた言語の教育 とい う考 え方か ら一歩踏み出す もの となってい る。 この ように、 日

本語教育の定義 には、 目的や位置づけをめぐって考 えの相違がみ られ るのである。

2,2 日本語教育学の対象 と日本語教育

 日本語教育 とは何かに答 える前 に、 日本語教育学 とは何 を対象 とす る研 究領域 なの

かを考奈す ることか ら始めよ う。結論か ら述べれば、論者 は、日本語教育学の対象 を、

「第二言語または外国語 としての 日本語を習得す る営み及びそれ に関係す る諸事象」

であると考 え、また、「第二言語 または外国語 としての 日本語を習得す る営み」を 「日

本語習得行動」 として捉 えたい と思 う。 このことは、社会言語学的言語観 に立脚 して

お り、 日本語習得行動 とい う言語行動 として捉 えることによって、他 の言語行動 との

つなが りや、言語 を とりま く社会的な要因をも包括す る視点 を形成す ることが可能に

なると考えるものである。また、それ によって、「第二言語 または外国語 としての 日本

語 を習得す る営み」自体 を研究するだけではなく、「それに関係す る諸事象」も扱 う視

点ともな りうる。 こ う考 えるとき、狭義の 日本語教育 とい う教育活動は、 日本語教育

学の扱 う一つ の様態 としての位置づけを与え られることになる。
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2.3 第二言語 と外国語

 ここで、第二言語 と外国語の区別 について少 し言及 しておきたい。

 川瀬(2001)は 、日本語教育 を言語教育活動の一領域であると考 える立場 をとり、「第

二言語教育 としての 日本語教育」 と述べている。第二言語教育 と対比 され るのは外国

語教育であるが、川瀬(2001;13)で は、第二言語教育を広 く学習者の母語以外の言語習

得を援助 し指導す るす べての活動 と定義 し、両者に区別があることを認めなが らも外

国語教育をこの中に含 めて考える立場 をとってい る。

 それに対 して縫部(1999:7)は 、入国児童生徒 の 日本語教育を扱 うにあたって、これ

らの区別 を次のよ うに平明に説明 している。

   「第2言 語」 とい うのは、 目標言語(学 習す る対象 となる言語、 ここでは 日本

   語)が 生活のために使 われている言語環境にある場合のこ とを指 し、入国児童

   生徒が 日本で 日本語 を学習するのは第2言 語 として学習す るケースが普通 だと

   い うことにな る。「外 国語」とい うのは、学校教育のカ リキュラムにおける1教

   科 として学習す るだけの対象 となっている目標言語のこ とを言 う。

しか しなが ら、入国児童生徒への 日本語教育が どちらを指すのかについては、明示的

には述べ られていない。 また、縫部(2001)で は外国語教育 とい う術語 に両者を含め

て使用 してい る。したがって、縫部(1999・2001)は 両者の区別を意識 してはいるものの、

その区別の重要性 に対 しては大きな注意が払われていないことが知 られ る。

 それ に対 して、論者は、両者 の区別 は重要であると考 える。 より厳密 にいえば、ま

ず、第二言語 と外 国語の区別が重要であると考える。 両者 の言語 としての違いを認め

た上で、「第二言語 の教育や 自然習得」、あるいは、「外国語の教育や独学での学習」な

ど、すべての習得行動 を広 く日本語教育学の対象 として扱お うとす る立場 に立つもの

である。 以下、内包 についての記述は粗略になっているが、できるだけ外延を明 らか

にすることに重点をお きなが ら、学の対象整理を行ってみたい。

3. 日本語習得行動 を構成す る四要繁

3.1 静態 と動態

 日本語習得行動は、それを構成す る要素 と、それを組み合わせ た複合的 で動的な行

動 自体か ら観奈す ることができよう。日本語習得行動 を構成す る要素 として、論者は、

「習得主体」 「習得様態」 「習得・支援者」 「習得 日本語」の四つを考 える。以下、まず、

これ ら四要素について述べていこ う。
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3.2 習得主体

 習得主体 とは、 日本語 を習得する主体である。 日本語習得行動 は、集団の行動 とし

ても、個人の行動 として も観察 され る。前者 の点でいえば、習得主体の属す る社会の

状況によって習得行動 は大き く左右 され る。社会の状況 とは、 日本語が中学校か ら学

校教育 の外国語科 目として習得可能な国 とそ うでない国の違いは大 きい とい うよ うな

こと、また、習得 主体の母語 が何 であるかによって、 日本語習得行動に対 して影響が

み られ ること、な どがその一例である。後者 にっいては、習得主体が どの発達段階に

あるか とい う問題や、習得 目的、意欲 、能力、環境な ど、個別の事情が関与す ること

を指 してい る。 しか しなが ら、様 々な個人の習得 を観奈、研究す ることで習得行動の

一般化 は行われてい くであろ う
。

3.3  習手尋様態

 習得様態 はさらに、(1)目 的、(2)習 得形態、(3)言 語環境(場 所)と い う三つの観

点か ら分類 され る。

 目的 としては、(1)趣 味 としての習得、(2)外 国語 としての習得 、(3)第 二言語 とし

ての習得に大別 され る。

 様態 としては、(1)独 学、(2)塾 等での学習、(3)教 室活動を中心に した学校教 育、

(4)自然 習得等、に分類 され る。

 言語環境 として働 く大 きな要因は場所 である。 日本語の場合でいえば、(1)日 本 国

内か(2)国 外か、で二分 され る。前者は、実際に 日本語が生 きて使用 され てい る場であ

るのに対 して後者 はそ うではない。両者 は言語資源のあ り方の点で大き く異なるので

ある。ただ し、一世移民集 団からの習得の ような場合は国外であって も言語資源は国

内に近い場合がある し、戦前 の 日本語普及の現場 でいわゆる 「外地」 と呼ばれ る場所

はまた別 に考奈 しなけれ ばな らないであろ う。(注1)習 得様態については、 こうした

要素の組み合 わせ で考察す ることができよ う。いずれに しても、 日本語習得行動が引

き起 こされ る社会的背景に 目を向けなければ、習得様態は考察できない。

3.4  習で尋支鍍蔓者

 習得支援者 は、習得様態 と対応 している。独学では習得支援者 は存在 しない。塾等

での学習では、習得支援者 は専門家ではない場合 がある。教室活動 を中心 にした学校

教育では、習得支援者は専門家であるか、専門家であることを求められ る。一方、 自

然習得 の場合 には、習得支援者がある場合 もない場合 もある。習得主体 に直接的に援

助するのではなくとも、習得主体に とって文化や行動一般の役割規範(ロ ールモデル)

となる人がいる場合、習得主体 との関係か らみれば、巧 まず してその人が習得支援者
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となっている場合 がある。 なお、 自然習得の しくみはまだ未解 明な点が多い。

3.5 習得 日本語

 習得 日本語 は、「中間言語」とい う概念で捉え られることがある。中間言語 とは、学

習者の誤用 がいずれの母語話者であってもよく似 た姿を経 ることか ら、完全に学習 さ

れ る手前の段階の言語が形成 され る、 とい う考え方か ら出発 してい る。それ は言語の

普遍性に立脚 した発想 で もあろ う。 しか し、一方 で、習得 日本語には母語の影響や干

渉があることもまた否定 され てはいない。言語の個別性に注 目す ると、習得のそ うし

た側面が浮 かび上がるのである。

 習得の動態 を観奈す る立場 をとれば、習得 日本語は、狭義の習得段階 と、使用段階

との点か ら二種に大別 できる。すなわち、(1)外 国語 としての 日本語、 と(2)第 二言語

としての 日本語、である。実際に使用 され るか どうか とい う点で、外国語 としての 日

本語 と、第二言語 としての 日本語 には大きな隔た りが見 られ る。

 外国語 としての 日本語 は、習得段階、使用段階のいずれ において も、 日本語が生き

て実際に使用 され る環境 とは切 り離 されている。それ に対 して、第二言語 としての 日

本語は、習得段階、使用段階 の少 なくとも一方において、 日本語が生きて実際に使用

される環境 と密接 な関係 を保 ってい る。

 なお、習得段階 とは習得が進行 している段階、使用段階 とは一往の言語的習得が終

了 し実際使用 に入 った段階を指 して用 いる。習得 日本語は、表現 したい事柄 を何 とか

日本語で表現できる段階か ら、なぜその事柄 を述べ るかとい う談話の表現意図までも

自由に 日本語で伝達で きる段階まで、様々な様態がある。 また、習得段階が終了 した

のち実際使用段階に入 る場合 もあるが、木村(1982)が 指摘 しているよ うに、実際使用

段階に入 りなが ら習得段階も継続 させ る併設学習 をとる場合 もある。

 なお、習得 され る 日本語 とは何 かを問わず して、 日本語習得行動 を語 ることはでき

ない。そ こで、習得 目本語 については次節でい ささか詳 しく論 じておきたい。

4. 日本語習得行動 という動態

4.1習 得 團本語 と鷺語 共同体

 日本語習得行動 は、習得 日本語 を得るための ものである。その意味で、四要素の う

ち、習得主体、習得様態、習得支援者 の在 り方は、習得 日本語を得 ることにつながる

行動である。換言すれ ば、習得 日本語 の姿は、習得主体、習得様態 、習得支援者の関

与の仕方 によって左右 される。

 習得 日本語 には、大別 して以下の二種があると考 える。
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  (1) 日本語の変種 を構成す る習得 日本語

  (2) 日本語の変種 を構成するに至 らない習得 日本語

 変種 の存在は、それ を使用 し生み出す言語共同体(ス ピーチ ・コ ミュニティ)の 存

在 とともにある。 習得段階 ・使用段階のいずれ かにおいて何 らかの言語共同体での習

得または使用が行 われている場合 には、その言語共同体の一員 として周囲か らの働き

かけを受 け、その変種 を習得す ることになる。これが(1)の 場合である。こ うして習得

または使用 されている 日本語 は、習得主体にとって第二言語 としての 日本語 である。

第二言語 としての 日本語は、言語共同体の働 きかけを受 けて習得、使用 され ることか

らいえば、日本語の地域的、社会的変種 と無縁ではない と考 えられ るのである。なお、

こうした考え方を明確 に示 した研究は、管見ではまだ見当た らない。

 一方、習得段階、使用段階のいずれ においても、そ うした言語共同体 とは無縁に習

得行動があった場合 には、(2)と なる。習得、使用 のいずれにおいて も言語共 同体を基

本的に欠いてい る場合が(2)で ある。この場合の習得 日本語 は、第二言語ではな く、外

国語学習の成果 としての習得 日本語に とどまる。

4.2 変種生成過程か らみた第二書語暫得

 以上の よ うに考 えることで、第二言語習得は、 日本語の変種生成過程 として再考す

ることができる。習得主体 の母語(母 方言)を 母体 とし、習得、使用の場 となる言語

共同体の言語の特徴が加 わった習得 日本語変種 が生成 され る図式が最 も一般的であろ

う。 た とえば、韓 国 ソウル方言話者が 日本 に留学 して大学生 として使用 している日本

語は、ソウル方言 とい う内側か らの干渉 と、当該学生集団 とい う外側 か らの干渉を受

けた 日本語変種が形成 され てい る可能性 を推測す ることができる。また、そこには、

教育言語 と しての 日本語 も関与 していることだろ う。体系的教育の結果習得 されたも

のであるとした ら、 目には見 えないが、その 日本語はかな りの程度その体系性 を反映

した 日本語 となっているだろ う。 自然習得のみで、あ るいは、外国語学科 目としての

学習で習得 された 日本語であれば、それな りの体系や姿を した 日本語であると考えら

れ る。

4.3 日本語習得行動が生まれる社会的文脈

 日本語習得行動 が生 まれ る社会的文脈 は、外国語学習のみが許 され る時代 か ら、歴

史的 ・地域的 ・社 会的 ・政策的な状況を背景 にして異文化 ・異言語接触 が強制、半強

制、選択的に第二言語 習得 に結びつ く時代 まで、多様である。日本語の分布か らみて、

日本で生活す る機 会がなけれ ば、大半は外国語習得 に終わる。

 一方、第二言語 習得 には、次のような例がある。た とえば、近代以前には、スペイ
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ンやポル トガルの宣教師たちが、キ リス ト教布教活動のために行 った 日本語習得行動

がある。戦前には、国家政策 の下、満州(当 時)に 大量の 日本人 が移住 した際に、現

地の人々のあいだで 自然習得 によ りピジン化 した習得 日本語が見 られた ことな どは、

金 田一(1957)等 に指摘 されている。 また、戦前 日本国家の公 民化政策の もと、台湾を

始め として学校教育の中で 日本語普及が行われてお り、その様相 は今 日の 日本語教育

史研究において知 ることができる。

 戦後、特に1980年 代以降、留学、結婚による血縁の形成、 日本 との地縁による就

労等 を背景 として、国際化社会 の中で占める日本のあ り方の変化 とともに、 日本 に住

んで生活 を営む外国人 の増加 がみ られ る。そ うした人々の存在によって、国内外での

日本語習得行動は多様 な様相 をみせている。 日本語習得行動を研 究す る際 には、社会

的文脈 もマ クロな視点 として欠 くことができない。

5, 日本語教育 とは何か

5.1 習得支援者 と習得様態

 日本Q内 で行われ ることの多い第二言語習得の場合、最終 目標 は実際使用 にある。

「実際使用」 とい う術語 はネ ウス トプニー(1995)の ものであり、実際の場面で使用す

ることを指 してい る。本論では、 もう一歩踏み込んで、実際使用 を、特定の言語共同

体の一員 として、 日本語 を用 いて相互関係 を調整 しっつ 自己実現 してい くこと、と述

べておきたい。 こ うした実際使用を達成す るためには、その言語共 同体の一員 として

適合的に行動できる能力 を身につけなけれ ばならない といえるだろ う。

 そのための 日本語習得行動 には、教室学習による習得行動を行 う場合 と、独学 を含

んだ自然習得 にまか され る場合 とに分類 される。前者については、学校制度の中で行

う場合 とそ うではない場合(私 塾、ボランテ ィア教室等)と に分かれ る。

 習得支援者や習得様態か らみて、母語教育の場合 とは教育事情 が異な る。学習準備

状況や発達段階が類似 の習得 主体によって教室 を構成できることは、 日本語学校や大

学の留学生センターのよ うな恵 まれた ところであって もむ しろ稀 である。また、初等 ・

中等教育における年少者 日本語教育では、取 り出 し学級 が形成 され るのは恵まれた場

合である。また、取 り出 し学級が形成 された として も、そこでは文部科学省の学習指

導要領に即 した教科学習 を教育 目標 としているため、第二言語 としての 日本語を育て

る 日本語教育に専念できる教 育内容(シ ラバス)の 実現は困難であることも多い。 ま

た、必ず しも母語教育 の専門家が第二言語教育の専門家 であるともいえない。(注2)
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5.2 狭義の 日本語教育 とは何か

 狭義の 日本語教育 とは、習得主体の特性 を勘案 して作成 された明確 な教育計画(コ

ース ・デザイ ン)の もとに、組織 された専門家である習得支援者 によって行われる、

系統的学習を含んだ 日本語教育である。 日本国内の 日本語学校や大学の留学生センタ

ーな どで行 っている学習様態が第二言語習得 を目的 とした狭義の 日本語教育の典型例

である。 定住外国人のための 日本語支援 にはこ うした狭義の 日本語教育が必要である

が、そ うした 日本語教育が成立 していないのがボランテ ィア教室な どの実態である。

なお、必要か どうか とい う議論 と、実態が どうであるか とい う議論 を混同 してはな ら

ないであろ う。

 また、国外における狭義 の 日本語教育は、一般 に外 国語習得に傾 きがちになる。 な

お、初等 ・中等教育 においては、各国における教育政策の下に実現 され る教科教育で

あ り、実態 としては外国語習得の一種になろ う。

 ここでは、第二言語習得 を目的 とした 日本語教育について中心に述 べていきたい。

 第二言語習得 を 目的 とした 日本語教 育では、最終 目標 は 日本語の実 際使用 にある。

つま りは、その言語共同体の一員 として適合的に行動 できる能力を身につ けることに

あるとい えよう。そ うした最終 目標 を達成す るために、習得支援者である 日本語教師

(複数であることも多い)は 、習得主体の特性 と習得 日本語の姿をよく把握 し、習得

様態を勘案 しなが ら、教育計画(コ ース ・デザイン)を たてる。多 くの場合、習得主

体が習得にかけられ る時間は限 られてお り、設備や支援者の人的制限 もある。 こ うし

た状況の もとで行 われ る第二言語習得のための狭美の 日本語教育は、以下のような特

徴 を有 している。

  (1)特 定の 日的を定 めて行 う言語教育である。

  (2)実 際使用 のための入門教育であ り、橋渡 し教育である。

  (3) 日本語 とともに形成 され る社会 ・文化的人格、認識構造、感情を育てる学

     習である。

  (4)特 定の言語共 同体の一員 として、 日本語を用いて相互 関係 を調整 しつつ 自

     己実現 してい く力 を育てることが必要 とされ る学習である。

 (1)(2)は 日本語教育の様 態、(3)(4)は 日本語教育の 目的 に関わって くる。 日本語教

育が 目的への手段であること((1)と(2))は 、縫部(1999:7)が 入国児童生徒 日本語教

育に即 して明確に述べてお り、またネ ウス トプニー(1995)に も述べ られ ていることは

先にもふれた通 りである。(4)の調整 とい う概念は、縫部(1999:6)に も述べ られている。

 (1)(2)に おいて、(3)(4)の 目的が明確 に認識 され る場合 とされない場合 が生 じやす

いことには留意する必要が ある。(1)や(2)で は、 目的的で橋渡 し的に 日本語教育 を捉

えることで、言語 を道具視す る言語観 に傾 きやすい傾向がある。それに対 して(3)は 言
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語 を道具視す る言語観 とは対極にある。

 また、言語の性格 として(3)の 側面 を有 していることは事実であるが(宮 岡1996参

照)、それ は母語で ある第一言語 としての基本的性格であ り、習得 された第二言語にお

いて(3)が どこまで 目的 とされ、また、仮 に習得主体が望んだ としてもどこまでが可能

であるか とい うことについては、たいへん多 くの研究が あるものの明確 な結論 はみて

いない といえるか と思 う。

 いずれに して も、 日本語教師が どの ような言語観 を持つかで、教育内容や習得 日本

語 に異 な りが生 じる可能性 がある。

5.3 習得 日本語研究の璽要性

 前節(1)か ら(4)を ふ まえれ ば、習得 日本語が どのよ うなものであるかの研究は、今

後 ます ます重要になって くる。それ を知 らなけれ ば、教育計画において、 目的を定め

ることができない ことにもなって くるか らである。

 まず、第二言語教育 の場合 、 日本語 とい う言語 それ 自体のみではな く、 日本語 とと

もにある文化 ・社会に対す る知識や、 日本語 とともに表現 され る身体的行動様式や心

理的様態 も、習得 日本語 と関連 させて考えることが重要 である。繰 り返 しになるが、

実際使用のためには、その言語共同体の一員 として 自己実現できる能力を身 につける

必要があるか らであ り、最終的 に適切な 日本語に よる行動が とれ なけれ ば不十分な言

語行動 に しかならないか らである。

 さらに、習得 日本語 は可変的で、成長 しつづ けることにも留意す る必要が ある。 日

本語教育 は基本的に橋渡 し教育であるが、学校での 日本語教育が終わったあとも習得

主体は学習 を続 ける。特 に成人 の場合、習得段階が済まなければ実際使用段階に入れ

ないとす ることは苦痛 が大きい として、木村(1982)の ように時には両者 の併設学習を

提唱す る立場 もある。 この場合 、系統的教室学習 と実際使用による 自然習得 とが並行

して進む こ とにな るので、 日本語教師 には、習得主体において成長 し続ける 日本語 の

姿を正確 に捉える能力 と、それ を前提 として適切な学習支援を進展 させ る能力 とがよ

り一層要求 され る。 日本語教育において、こ うした可変的で成長す る習得 日本語の様

態を認識す るためにも、習得 日本語 の研 究が重要 となるのである。

 また、第二言語 と しての 日本語は、 目には見 えないが、母語 として獲得 され発達 し

てきた 日本語 とはかな りの程度異なった姿をしている。そ こで、前節(4)の 達成のため

には、母語教育 と同 じ教育方法では十全な効果 をあげ得ないことを認識する必要があ

る。年少者 日本語教育を例 にあげれば、母語話者であれば豊富にもってい る暗黙知で

ある文化的知識(地 名等 の固有名詞の情報や、その文化に育 った者な ら誰でも持って

い る知識 、ご飯の食べ方やその ときに使用す る物、順序、価値観、美意識等 々)の 支

                  67



えがないため、母語話者集 団が多勢 を占める教室での習得には、困難が生 じる場合が

ある。(注3)ま た、母語話者集 団が もっている学習ス トラテジー 自体が文化(学 校文

化、学習文化)で あ り、 目に見 えない暗黙知の領域である。それを前提に学習が進 め

られ ると、その暗黙知 を探 り当てること自体が困難点の一っ とな り、外国籍児童生徒

に とっては苦労す る点にな る。また、母語話者児童生徒 が持っている当該文化 の実現

母体である家庭環境 の支 えがない ことも、入国児 童生徒 の言語文化学習を困難 に して

い る大きな要因である。(注4)

5.4 母語教育 と第二欝語教育 との相関

 先の よ うに述べたか らといって、母語教育 と第二言語教育 とがまった く乖離 してよ

い とい うこ とにはな らない。 両者には共通点 も多いのである。

 母語教育 である国語教育は、識字教育か ら出発す る認識言語の育成が中心 となって

い る。 国語教育は、母語話者 に対す る教育ではあるが、獲得(ア ク ウィジシ ョン)で

はなく習得(ラ ーニング)の 領域に入 るものである。その点で、第二言語が習得であ

ることと相通す るのである。

 ところで、平成14年2月22q文 部科学大臣諮問に答 える、文化審議 会国語分科会 「こ

れからの時代に求め られ る国語力にっいて一審議経過の概要-」 においては、「国語 の

果たす役割 と国語の重要性」について、①個人 にとっての国語、②社会全体に とって

の国語、③社会変化への対応 と国語 、 とい う3点 に整理 して検討 してい る。① に次の

よ うな記述がみ られるので、引用 したい。(注5)

  ア)コ ミュニケー シ ョン能力の基盤 を成す

    言葉や文字などによって、意思や感情などを伝え合う 「コミュニケーション」を成立させ

   るということは、最も基本的な国語の役割である。その意味で、国語は個人が社会の中で生

   きていく上に欠くことのできない役割を担っている。

   コミュニケーションの基本は、相手の人格や考え方を専重する態度と言葉による 「伝え合

   い」であり、国語の運用能力がその根幹となっている。また、言葉によって多様な人問関係を

   構築することのできる 「人間関係形成能力」や目的と場に応じて 「効果的に発表 ・提示する

   能力」は、現在の社会生活の中で最も求められている能力の一っであるが、これらの根幹に

   あるのもコミュニケーション能力であり、国語の力である。(下線論者)

 これ をみ ると、先 にあげた第二言語習得 としての 日本語教育の 目標である(4)と 共通

す る点があることに気づ く。(4)を 再掲す る。

  (4) 特定の言語共同体 の一員 として、 目本語 を用 いて相互関係 を調整 しつつ

     自己実現 してい く力を育てることが必要 とされる学習である。

なお、育成すべき言語能力 の点で認識能力 とともにコミュニケー シ ョン能力が国語教
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育で も明確 に打 ち出 されてきていることは、平成12年12月14日 に告示 され平成14

年度か ら完全実施 され ることになった新学習指導要領 自体にも うかがえる。

 ここでは、言語教育の 目的 とい う点で、母語教育である国語教育の教育内容が、現

代 とい う時代的要請 の中で、第二言語教育のそれ と近づいてきていることに注意を促

したい。従来は母語話者 に対す る 「国語教育」 と外国人 に対す る 「日本語教育」 とは

分 けて認識 され ることが多かったが、ともに 「言語教育/日 本語 の教育」として、習得

言語について考 えてい くことが現代社会では求め られてお り、それ らを包括す る視点

として、 日本語教育学 の研究が進み深化発展 してい くことを望む ものである。

6.お わ りに

 以上述べてきた ことを、簡単にま とめよ う。論者 は、 日本語教育学の対象 を 「第二

言語や外国語 としての 日本語 を習得す る営み及びそれに関連す る諸事象」であると考

える。また、「第二言語や外国語 としての 日本語 を習得する営み」を 「日本語 習得行動

と捉 えるこ とで、他 の言語行動 とのつなが りや言語 をと りま く社会的要因等 も包括す

る視点 となることを主張 した。日本語習得行動は、習得主体、習得様 態、習得支援者、

習得 日本語の四要素か ら構成 され、それ らの複合的動態 として 日本語習得行動を観察、

研 究す るこ とができることを整理 してきた。狭義の 日本語教育 は、 日本語習得行動の

一種 と して位 置づ けられ る
。従来は、 日本語教師が教室において学習者を指導す る姿

を 日本語教育 と捉 えてきたが、四要素に分解す ることによって行動の参加者 、場、産

出言語 とい うそれぞれの視点が構築 され、それ らの視点 を複合 して習得行動 を捉 える

ことが可能 になる。社会 的、個人的状況が習得行動を生み出 してい ることも欠かせな

い視点である。

 日本語習得行動 とい う視 点を立て る場合、生きて言語共同体の内で使用 され る第二

言語 と、教科学習の特徴 を持つ外国語 とは、言語 の姿 として相違す ることをまず認識

す るこ とが重要であることも述べた。その相違を認識す ることによって、第二言語習

得においては、習得 日本語 の変種 としての姿 を時間的経過 も含 めて記述す ることが研

究上必要 となることが知れ るのである。習得 日本語の研究が、今後 の 日本語教育の質

を左右す ることになることも指摘 した。

 以上、学の外延 についての粗い素描を試 みたが、今後 は、見取 り図 ともいえる小論

をもとに個別 の課題 を整理 して解明に向かいたい。

【濁

(注1)二 世が親世代から日本語を得る場合には、習得よりも獲得として区別する必要があろう。
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(注2)実 態 として未就学児童の問題もある。

(注3)住 原(2001)は 、アンソニー ・ギデンズを引いて、知識には言語化できる言説的知識 と、言

    語化 しがたい実践的知識の別があることに注意を促 している。

(注4)入 国児童生徒にとって義務教育が支障な く受けられるとい うことは、日本語教育だけでな

    く、教科学習や適応教育も含んでいる、 と縫部(1999:7)は 述べている。学習ス トラテジー

    自体が文化であることについては、山本清隆氏談に示唆を受けた。

(注5) htt.p://www. meat. go, jp/6-menu/shingi/indes. htmよ り
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